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CDPはグローバルな環境報告プラットフォームを運営する非営利団体です。CDPに報告
されるデータと知見は、投資家、企業、自治体、国・地方政府の意思決定に活用されてい
ます。気候危機の影響が私たちの生活を脅かす今、自治体と多様なステークホルダーが
連携し、経済・社会・環境の持続可能性の構築を図っていくことが必要です。

世界の自治体が、意義のある、具体的かつ効果的な行動を起こすことで、気候変動との
闘いをリードするために歩み出しており、日本自治体が国際的な基準に沿った環境情報
開示を進めていることは大きな励みです。CDPは日本の「2050ゼロカーボンシティ」イニ
シアチブの実現に向けて、CDPシティを通じて自治体とステークホルダーの連携を促進
していきます。

CDPを通じて、より多くの日本の自治体や企業が気候変動対策への第一歩を踏み出し、
科学に基づく目標を設定し、エンゲージメントを通じて、将来世代のためにアースポジテ
ィブな地球の実現に貢献することを願っています。

2025年3月

CDP Global Director, Cities, States and Regions 
Hanah Paikからのメッセージ：
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気候危機が刻一刻と進む中、脱炭素化は急務となっています。そ
の最前線に立つ自治体の行動は、極めて重要です。自治体の目
標設定や行動を後押しするＣＤＰの活動は、大きな役割を担って
います。

東京都は2021年から３年連続でＣＤＰシティＡリスト（最高評価）
自治体に選定されました。ＣＤＰは、1,100以上の自治体が参加
し、世界的に大きな影響力を持つ環境プラットフォームです。その
最高評価を受け続けることは、都内の事業者や都民の皆様が協
力して気候変動対策に取り組んでいることの証でもあります。

1,400万人の人口を抱える東京は、エネルギー・資源の大消費地
です。世界有数の大都市の責務として、東京都は、2050年ゼロエ
ミッション東京の実現に向け、2030年カーボンハーフを掲げてい
ます。さらにその先の道筋として2035年までに温室効果ガス排
出量を2000年比で60％以上削減する目標を新たに掲げ、取組を
一層加速させます。

この４月からは、日本で初めて、大手ハウスメーカー等が供給す
る新築住宅への太陽光発電の設置義務化を開始します。日本発
の技術である次世代型ソーラーセルの実装や、伊豆諸島の海域
での浮体式洋上風力発電のギガワット級ファーム導入も目指し
ます。あらゆるエリアで発電が可能となる、「発電する未来都市」
を実現していきます。東京の企業が持つ優れたGX技術をグロー
バルサウスの国々で役立てる新たな取組も展開し、世界の脱炭
素化に貢献します。

昨年開催されたＣＯＰ29では、こうした取組を国際社会に発信
し、都市から世界の気候アクションを促していくよう呼びかけま
した。　

気候危機に直面する今、私たち自治体の実効性のある行動が、
日本の未来、人類の未来を決定づけます。東京都は、先進的な取
組でリーダーシップを発揮し、皆様と力を合わせて、持続可能な
未来を切り拓いてまいります。

東京都知事
小池　百合子

気候変動問題は、私たち一人一人にとって喫緊の課題であり、我
が国では、2050年ネット・ゼロの実現を目指しております。本年２
月に改定した地球温暖化対策計画では、2050年ネット・ゼロの
実現に向けて、住民や暮らしに身近な地方公共団体が、温室効
果ガスの排出量の削減に関する地方公共団体実行計画を策定
し、これに基づき、地域の金融機関や地元企業、地域エネルギー
会社等と連携して、地域の脱炭素化に向けた取組を推進するこ
ととしています。

こうした中で、CDPシティの取組は、地方公共団体による気候変
動に関する目標や施策の実施に関する進捗状況等の情報開示
を先導する役割を果たしてこられたと理解しています。

本取組による環境情報の開示を行った我が国の自治体数が世
界最多であったことは、地方公共団体による情報開示に関する
取組の成果であり、大変喜ばしく思います。既に1,657の自治体で
地方公共団体実行計画が策定されているなど、我が国の地方公
共団体における地球温暖化対策に係る取組は着実に進んでい
ます。

また、本レポートでは、地球温暖化対策に関する地方公共団体
の取組事例が紹介されています。環境省も、先進的な事例の創
出に力を入れています。そういった面でも、地域における優良事
例が発信されることは、地域脱炭素の加速化・全国展開を図って
いく上で非常に有意義であると考えております。

地方公共団体においては、引き続き、地域における多様な主体と
連携して取組を進めていただくことを期待しております。環境省
としましても、人材・資金不足等の課題や、新たな技術にも対応
しつつ、地方公共団体の御意見もうかがいながら、地域における
脱炭素の取組が進むよう、全力で施策を進めてまいります。

環境大臣
浅尾　慶一郎
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世界的な環境危機が高まる中、私たちの
目に見える形でより多くの問題が発生し
ている。2024年は観測史上最も暑い年
となり、また生物多様性や生態系の喪失
が危険なレベルで加速している。
気象庁によると、日本の2023年平均気温は全国的に高
く、1946年の統計開始以降、北・東日本では年平均気温が
１位の高温、西日本では1位タイの高温となった。また、秋
は西日本太平洋側で記録的な少雨多照となった。2024年
も、日本の年平均気温及び日本近海の年平均海面水温は
いずれも、これまでの1位の記録（2023年）を大きく上回っ
て統計開始以降最も高い値となる見込みで、特に東・西日
本と沖縄・奄美で記録的な高温となり、夏・秋の2季節連続
で季節平均気温が1位の高温（タイ記録含む）となった。世
界の年平均気温も、これまでの1位の記録（2023年）を大き
く上回って統計開始以降最も高い値となる見込みである。

気候リスクとレジリエンス

IPCC第6次評価報告書は、気候変動とそれに伴う気象現
象はすでに自然や人間に不可逆的な影響を及ぼしている
と報告している。そして、今すぐ行動しなければ、これらの
影響はさらに悪化すると予測しており、持続可能な開発の
目的実現に向けて適応策と緩和策を組み合わせた、気候
変動にレジリエントな開発が必要だと述べている。

同報告書は、世界全体で33億から36億の人々がすでに気
候変動に対して高い脆弱性があると示している。自治体が
気候変動の影響を理解し、そのレジリエンスを高めること
は、区域内の生態系および人間の脆弱性を最小限に抑え
ることに繋がる。一方で、インフラ投資計画の改善から地
域社会のウェルビーイングや協業体制構築といった多くの
機会ももたらすことができる。また、より長期的で科学に基
づく考え方を促進し、環境の変化に対応するための組織の
機敏性を高めることもできる。

「気候変動と関連する気象現象は、	
すでに自然と人間に不可逆的な影響を
与えている...今行動を起こさなければ、	
これらの影響はさらに悪化するだろう。」
IPCC第6次評価報告書

自治体向けのグローバルな環境情報開示プログラムであ
る「CDPシティ（英語名：CDP Cities）」は2011年に開始し
た。CDPシティ質問書は、気候変動緩和と適応の二つを基
本柱としながら、環境報告の国際基準である気候関連財務
情報開示タスクフォース（TCFD）の最終提言を反映させ、「
ガバナンス」「戦略」「リスク管理」「指標・目標」の報告を求
めている。CDPシティにおいても、自治体が気候関連リスク
を理解および管理し、科学に基づいた目標および施策を設
定し、行動をとりその進捗を管理していることを示すことが
確認される。
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2023年は、世界全体で1,240の自治体がCDP-ICLEI Track
を通じてCDPシティ質問書へ回答報告を行った。多くの自
治体が気候変動対策を自治体事業の主流としつつあるこ
とが反映され、CDP-ICLEI Trackを通じて情報開示を行う
自治体は年々増加している。

CDPシティ2023年のグローバル回答データを分析すると、	
環境報告を行った自治体の約80％が気候ハザードに直面
し、67％の自治体がそれらの気候ハザードがさらに激しく
なると予測し、56％の自治体が気候ハザードにより既に
深刻な影響を受けていると報告している。報告された気候
ハザードのうち、最も多かったのが、猛暑、干ばつ、都市部
水害、豪雨、河川氾濫であった。最も影響を受けるセクタ
ーとして、農業、水供給、人々の健康と社会事業、下水道、
廃棄物管理などが挙げられている。そしてこれらの気候ハ
ザードは、低所得世帯と老齢者を含む社会的弱者に最も	
影響が大きいと報告している。

計画策定においては、57％の自治体が適応計画を有する
と報告しており、59％の自治体が緩和計画を有すると報告
している。緩和目標に関しては、53％の自治体が管轄区域
全体を対象とした排出削減目標があると報告し、2050年
またはそれ以前にネット・ゼロ目標を設定している自治体
は全体の30％であった。

2023年は、CDP-ICLEI Trackを通じて86か国の636自治体
が気候関連インフラプロジェクトについて情報を開示し、
その約3分の2が緩和プロジェクトであり、約3分の１が適
応と自治体のレジリエンス強化を目的としている。また、報
告された持続可能でレジリエントなインフラプロジェクト
の実現には650億ドルの投資が必要であるということを明
らかにしている。

「都市における気候ファイナンス
の加速：機会とニーズ」1

都市における気候インフラへの投資は、かつてない
ほど重要になっている。CDPに報告されたデータに
よると、こうしたプロジェクトに投資する機会は増え
続けており、かつ急務となっている。

2023年にCDP-ICLEI Trackを通じて環境データを報
告した1,000を超える都市のインフ優先事項に焦点
を当てて分析を行ったところ、86カ国にわたる636
都市が2,346件の気候関連インフラ事業を開示し
た。自治体のための気候変動対策の資金強化の必
要性がCDPを通じて報告され、こ自治体における優	
先事項の一つであることが示されている。2023年の
報告データは、2021年（1,541件）と比較して、気候変
動対策の事業件数が52％増加し、資金需要が飛躍
的に高まっていることを示している。

これらの事業の実施には1,460億米ドル相当が必
要で、そのうち650億米ドル相当の資金源を求めて
いる。しかし、これらの数字は、世界的なニーズの実
態を保守的に見積もったものである。国連ハイレベ
ル専門家による報告は、2030年までにグローバル・
サウス諸国が持続可能な開発目標を達成し、気候
変動に効果的に取り組むためには、年間2兆米ド	
ルをはるかに超える融資が必要であると見積もって
いる。

1	 （原文から抜粋翻訳）：	Accelerating	Climate	Finance	in	Cities:	A	Global	Snapshot	of	Opportunities	and	Needs	-	CDP	（2023年11月発表）
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https://www.lse.ac.uk/granthaminstitute/wp-content/uploads/2022/11/IHLEG-Finance-for-Climate-Action-1.pdf
https://www.lse.ac.uk/granthaminstitute/wp-content/uploads/2022/11/IHLEG-Finance-for-Climate-Action-1.pdf
https://classic.cdp.net/en/research/global-reports/accelerating-climate-finance-in-cities-a-global-snapshot-of-opportunities-and-needs#1429e9d51f1fb8483c830f0224e4c221


日本では、2018年から国際イニシアチブに参加する複数の自治体がCDPシテ
ィへ参加し始めていたが、CDPと環境省の連携により、自治体が環境省へ報告
する地球温暖化対策推進法の施行状況調査2のデータを活用することで、2020
年に日本自治体へCDPシティへの参加への呼びかけを行った。

その結果、2021年には189の日本自治体がCDP-ICLEI 
Trackを通じた環境情報の開示を行い、国別で日本が
世界最大の自治体開示数を記録した。
2021年にCDPシティに情報開示されたデータに基づく分析レポートでは、日本
の取り組み事例を記載している。

2022年は171自治体、2023年は141の日本自治体が
CDPシティへの開示を通じて情報開示し、これら2023
年の141自治体の人口総数は36,415,396人3で日本全
体人口の約３割（29％）をカバーしている。
開示自治体の構成は図１の通りである。９の政令指定都市、８の中核市・特例
市、２０の人口１０万人以上の都市を含む一方で、人口3万人未満の市区町村
が約３分の２を占めたことは、世界のCDPシティ開示における開示自治体は主
に大都市であることと比較すると特徴的な構成となっている。

の日本自治体が、2021
年にCDPシティを通じて
環境データを公開した

189

2023年CDP開示自治体構成数（総数141）

人口3万人未満	(52)

人口3万人以上	(52)

政令指定都市	(9)
中核市	(5)

人口10万人以上	(20)

特例市	(3)

2 全ての自治体を含む地方公共団体は、この状況調査を通じた環境省への報告が義務づけられている。
3	 2020年人口数を基に計算（データ源：https://www.e-stat.go.jp/regional-statistics/ssdsview/municipality）

日本自治体のCDPシティ報告状況
i)	CDPシティ情報開示（2021～2023年）日本概要
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https://cdn.cdp.net/cdp-production/cms/reports/documents/000/005/960/original/Collaborative_city_report_JP_v4.pdf?1637755135
https://www.e-stat.go.jp/regional-statistics/ssdsview/municipality


CDPシティ質問書は、適応と緩和の二本
柱を基本とし、ＴＣＦＤに整合してガバナ
ンス、評価、目標、計画立案、対策/行動の
五つのモジュールから構成され、自治体
向けの世界の主な環境報告やイニシア
チブの要件を満たす質問項目を設定し
ている。
CDPシティの質問書は区域全体の環境データを対象とし、
主なトピックとしては次の質問項目が含まれる。
•			気候リスクと脆弱性
•			排出インベントリ
•			セクター別データ
•			適応目標
•			緩和目標
•			エネルギー目標
•			計画立案
•			適応策
•			緩和策

自治体は、それぞれの社会経済状況等を考慮して、質問	
数の異なる三つの「経路」から質問書を選択することがで
きる。

報告される環境データは、国連のGlobal Climate Action 
Portalを始め、Ｃ40や世界首長誓約といった連携する国際
環境イニシアチブや自治体ネットワークに提供されるほ
か、 Open Data Portalでフリーソースとして共有される。

企業を対象としたCDPコーポレート質問書同様に、CDPシ
ティ質問書への回答データに対してスコアリングが実施さ
れ、開示自治体の気候変動対策向上のための指針として
個別のフィードバックが送付される。自治体のスコアは全
て非公開だが、最高評価であるAスコアを獲得した自治体
は、Aリスト自治体として国際表彰される。

Aリスト自治体は、国際基準の観点から科学に基
づいたアクションをとり、国際社会に対しての説
明責任およびリーダーシップを示していることが
評価される。尚、国際議論の進展に合わせてスコ
アリング基準は毎年改訂される。

2023年までに、次の日本自治体がAリスト自治体
に選定され、国際表彰されている。

•   2018年：横浜市		

•   2021年：東京都、京都市、横浜市　	
				（2021年CDPシティAリスト表彰）

•   2022年：東京都、京都市、相模原市、新潟市、	
					福岡市（2022年CDPシティAリストアワード）

•   2023年：東京都（CDPアワード・ジャパン2024）

CDPシティのスコアリング基準は、自治体が気候レジリエ
ンスを構築するために適応と緩和の両方に対処している
かを評価する。具体的には、主に次の観点をCDPシティの
スコアリング基準に反映している。

i)						
	

ii)	

iii)	

iv)

ii)	自治体向けCDPシティ質問書概要

気候変動が自治体に与えるリスクとその影響に関	
するデータを収集・評価し、管理している（全般的	
なリスク管理の枠組みに含んでいる）。

気候変動の影響に適応し、緩和する計画を策定し、	
対策/行動を講じている。

適応策や緩和策のインパクトを明確に認識し、その	
進捗をモニタリングしている。

多様なステークホルダーと協働し、自治体の各種
セクターや脆弱なグループにおける影響とベネフィ
ットも考慮している。
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https://climateaction.unfccc.int
https://climateaction.unfccc.int
https://data.cdp.net
https://cdp.net/ja/data/scores
https://www.cdp.net/en/insights/yokohama
https://cdn.cdp.net/cdp-production/comfy/cms/files/files/000/005/520/original/CDP%E3%82%B7%E3%83%B3%E3%83%9D%E3%82%B8%E3%82%A6%E3%83%A0%E3%80%8C%E8%87%AA%E6%B2%BB%E4%BD%93%E3%81%AE%E7%92%B0%E5%A2%83%E6%83%85%E5%A0%B1%E9%96%8B%E7%A4%BA%E3%81%A8%E3%82%B5%E3%82%B9%E3%83%86%E3%83%8A%E3%83%96%E3%83%AB%E9%87%91%E8%9E%8D%E3%80%8D_web_%281%29.pdf
https://www.cdp.net/en/insights/niigata-city
https://cdn.cdp.net/cdp-production/comfy/cms/files/files/000/006/983/original/CDPCities2022AlistAward.pdf
https://japan.cdp.net/events/cdp-awards-japan-2024


81%49

62%

47%

37

28

本レポートでは、2023年にCDPシティに回答した141の
日本自治体のうち、回答データを公開した60自治体の
回答分析を行った。主要質問に対する回答状況は次の
通り。

日本自治体においては温暖化対策推進法の施行が進んでいる背景から、緩和
については回答データが比較的充実しているが、適応に関してはまだ十分報告
されている状況ではないというのが現状である。一方で、自然災害の多い日本
では災害対策の観点で実際には適応に資する計画や施策が長年実施されてき
ており、政令指定都市や中核市を中心に気候変動対策における「適応」という
観点での既存情報の整理・整備、そして科学に基づいた施策の促進も進んでい
ることが回答からうかがえる。

42%

37%

30%

緩和、適応、エネルギーの
気候行動計画がある

自治体区域全体の	
排出インベントリを有している

実施中の区域全体の	
緩和目標がある

気候リスクと脆弱性の	
評価を実施している

再生可能エネルギー	
に関する目標

実施中の区域全体の	
適応目標がある

自治体の総エネルギー	
消費量

再生可能エネルギー源によ	
り発電された電力の消費量

25

22

18

12%

25%15

7

主要質問に対する日本自治体回答数

日本自治体回答分析
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日本自治体は気候ハザードに直面していることを報告しており、「最も影響を受
ける気候ハザード」として報告が一番多かったのが豪雨（17）であり、続いて猛暑

（15）となった。それ以降も、豪雨および猛暑に関連して発生するハザードの報
告が多くみられた。

最も影響を受ける気候ハザード

熱ストレス：6%

土砂崩れ：7%

感染症：4%
豪雨：25%

河川の氾濫：13%

猛暑：22%沿岸洪水（海面上昇含）：6%

これらの気候ハザードの約8割（83%）について将来激しさが増加すると予測さ
れると報告されており、発生頻度も同様に約8割（85％）が増加すると予測され
ると報告された。

これらの気候ハザードの影響を最も受けるセクターとしては、回答の多かった
順に、農業、人間の健康・社会事業、林業、下水および廃棄物管理が挙げられ
た。具体的には、農作物への影響、熱中症による健康リスクの増加、豪雨による
河川の氾濫や土砂災害、そして海面上昇による浸水被害等により生じる住民の
生命/生活に与えるリスクなどが報告された。

「気候リスクと脆弱性の評価を実施している」と回答したのは25自治体で、評
価において考慮している事項として「自然」を回答した自治体が14自治体と最
も多く、次に11自治体が「水セキュリティ」、「特定したハザードに優先順位をつ
けるプロセス」、「少なくとも5年毎に評価を更新するためのプロセス」を挙げた。

の気候ハザードが、将
来激しさが増加すると
日本自治体は予測して
いる

83%

i)	気候リスクと脆弱性の評価

9CDP Cities



「猛暑は世界の都市にとって 
最悪の気候ハザード」 
(2023年8月発表）

自治体の環境報告データによると、人類史上最も
暑い月が記録されたことを受け、世界の都市が直
面する気候ハザードの中で猛暑が最も広範囲に
及んでいることを明らかにした。

2022年にCDP-ICLEI Trackを通じて環境データを
報告した1,090都市のうち、80％の都市が「重大な
気候ハザードに直面している」と回答し、70％が「
すでに大きな影響を受けている」と回答し、さら
に、70％の都市がこれらのハザードは今後より激
しさを増し、半数以上（58％）がハザードの発生す
る頻度が増加すると予測している。

そして、報告都市の51％（557都市）が最も重大な
影響のある気候ハザードとして「猛暑」を報告して
いる。このハザードには、熱ストレス、ヒートアイラ
ンド効果等を含む。暑さに関連するその他の重要
な気候ハザードとして、干ばつ（35％）、山火事のリ
スク（19％）もCDP-ICLEI Trackに報告された。

CDPの分析では猛暑が世界の人口に与える深刻
な影響についても検証しており、高齢者（88％）、	
低所得世帯（67％）、子どもと若者（63％）、社会か
ら疎外されたコミュニティ（45％）が猛暑の影響
を最も受けるグループであることがわかった。一
方、143の都市では、ほぼ全人口（都市の人口の90
～100％）が猛暑の影響を受けているという分析
結果も出ている。

「気候変動への自治体の対処能力に最も影響を及ぼす
要因」として最も多く挙げられたのは「インフラのキャパシ
ティ及び条件」であり、道路、建築物、上下水道を始めとす
る各種公共インフラの適応策や、省エネ化や再生可能エ
ネルギー能力増強の実施/進捗が、自治体が気候変動対
策を進めるうえでの重要な要因となることが報告されて
おり、自治体の将来の対処能力を左右する鍵となることが
うかがえる。次に報告が多かったのがコミュニティとの協
業であり、住民の意識・行動変容が地域のレジリエンスを
構築するための自治体の対処能力に大きく影響すると報
告されている。その他、自治体にとって「気候目標に直接配	
賦される予算が無い」「気候災害に対処するために必要
なハード整備に財源が追い付かない」といった財政上の	
課題も多く挙げられた。
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今治市では、ゼロカーボンシティ宣言において「気候正義
を貫く」ことを明確化し、次代を担う若者への影響を考慮
しながら、住民への啓蒙と合わせて先進的な自治体初の
取組などを進めています。気候変動は将来の世代が災害
等に直面し、不公平や不平等な生活を強いられるリスク
を孕んでいますが、とりわけ教育機会の喪失という点で、	
地域の教育水準の低下からひいては地域外への若者の
流出、地域人口の減少が危惧されます。取組事例として、
脱炭素と交通事故抑制を実現する運転操作法の浸透、
女性のエンパワメントを活用した脱炭素経営促進プログ
ラム、観光地として著名なしまなみ海道を脱炭素の先行
エリアにすることで新たなブランド価値を付加する取組
などがあり、これらを市内の教育機関などで積極的に情
報発信することで、脱炭素シビックプライドを醸成してい
ます。

鎌倉市は、気候危機の現状について市民や事業者と	
情報を共有し、協働して全力で気候変動対策に取
り組むこと、市民の命を守るために適応策として
風水害対策等を強化することを宣言する「鎌倉市
気候非常事態宣言」を2020年2月に表明し、2050
年カーボンニュートラルを目指しています。同年に
気候変動対策に積極的に取り組む自治体の世界
最大ネットワークである「世界気候エネルギー首長
誓約」にも署名し、レジリエントな地域づくりを促進
しています。取組の一環として、2022年には一般の	
高圧施設を対象とする57の市施設について100％再
エネ電気化を達成しました。供給源確保や費用等の	
観点から難航したものの、24時間稼働の高圧施設の	
再エネ電気化も実施し、2024年には市施設で使用する
総電気使用量の約9割の再エネ化を実現しました。市と
して脱炭素を進める姿勢を明確に示し、世界気候エネ
ルギー首長誓約からもコンプライアントバッジを交付さ
れました。

 ケーススタディ

鎌倉市

  ケーススタディ

今治市

※脱炭素シビックプライド…脱炭素の取組を通じて形成される地域課題の
解決（まちづくり）に対する自負心、誇りのこと
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緩和については、日本自治体は「地球温暖化対策の推進法」に基づき積極的な
取り組みを進めており、その施行状況は環境省へ報告され、公開されている4。	
2024年12月27日時点で、全国で1,127自治体（46都道府県、624市、22特別
区、377町、58村）が2050年ゼロカーボンシティ宣言5を行い、2050年までに二酸
化炭素排出実質ゼロを目指すことを表明した。

CDP-ICLEI Trackでの報告では、緩和に関するデータの多くは国内法に沿った法
律施行状況調査と同じ形式で報告されており、今後は国際的な気候情報開示フ
レームワークとの整合のためのデータの更なる充実化が期待される。本レポー
トでは、CDP-ICLEI Trackに報告された内容を中心に日本自治体の緩和の取り
組み事例を紹介する。

4 Ministry of the Environment: Support site for local governments to formulate and implement action plans
5  https://www.env.go.jp/policy/zerocarbon.html

の日本自治体が、「2050
年ゼロカーボンシティ」
を目指すことを宣言した

1,127

ii)	緩和の取り組み：　日本自治体のゼロカーボンシティの取り組み
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写真提供：中部電力（株）

飯田市では、1996年から目指す都市像として「環境文化
都市」を掲げ、市民の環境に対する取組が文化として根
付くことを目指し、環境を基軸としたまちづくりに取り組
んできました。2022年11月には、中部電力株式会社との
共同提案が国から「脱炭素先行地域」として選定を受け
ました。この提案の主軸に「既存配電系統を活用した地
域マイクログリッドの構築」があります。飯田市川路地区
に所在する１メガワット級の太陽光発電所「メガソーラ
ーいいだ」を主要電源施設とし、同発電所と同一の配電
系統内に避難施設等を含むマイクログリッドエリアを構
築し、有事の際に再生可能エネルギーによる自立運転を
可能とすることにより、地域の災害に対するレジリエンス
機能の強化を図ります。この官民協働による地域脱炭素
化の取組を、住民にとって安心で住みやすい地域づくり
や、災害に強い地域としての魅力向上につなげ、脱炭素
化による地域課題解決のモデルとなるよう、その展開を
図っていきます。

 ケーススタディ

飯田市

さいたま市は、「脱炭素先行地域」において公共施設へ
のＰＰＡモデルの導入や民間事業者による再生可能エネ
ルギーの導入等に取り組んでいるほか、「さいたま市ゼ
ロカーボンシティ共創推進プラットフォーム」を発足し、
公民学の連携による脱炭素化の加速化を図っています。

2024年11月にはアゼルバイジャンで開催されたCOP29
に参加し、LGMAパビリオンにおいて「E-KIZUNA High-
Level Talks」をイクレイ日本の協力のもと本市が主催
し、G7政府関係者やU7自治体首長を招聘しました。この
会議では、都市の脱炭素化とG7諸国およびその他の地
域におけるマルチレベルの協力に関する取り組みに焦
点をあて、気候変動における自治体の役割、連携の重要
性について共有しました。今後もこれらの取組を通じて
ゼロカーボンシティを目指すとともに、持続可能でレジ
リエントな都市づくりを推進していきます。

 ケーススタディ

さいたま市
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2021年4月に市内初となる燃料電池自動車用水素ステ
ーションが操業を開始し、西日本初となる燃料電池バス
が市内路線での走行を開始しました。臨海部において
は、2030年代を目途に安価で効率的な水素サプライチ
ェーンの確立をめざして、複数事業者による姫路エリア
を起点とした水素輸送と利活用や、発電所における水
素の混焼などについて検討が進められています。姫路市
のシンボルである世界遺産姫路城は、ライトアップ照明
のLED化により、消費電力の削減を図った上で100％再
生可能エネルギー電力に切り替えたことで、脱炭素化
を実現しています。また、姫路城から姫路駅までの間で
2023年度から実施しているHimeji大手前通りイルミネ
ーションにおいても、グリーン電力証書により消費電力
の脱炭素化を実現しています。これら脱炭素の取り組み
が、地域経済の活性化と雇用の創出、観光資源としての
付加価値の創出と交流人口の拡大にもつながることが
期待され、環境・経済・社会の統合的向上を生み出すゼ
ロカーボンシティを目指しています。

  ケーススタディ

姫路市

2020年度に日本初となるZEB庁舎を開庁しました。町の
豊富な水資源を活用し地下水を空調熱源として利用す
るなどの取組に加え、省エネと創エネで一次エネルギ
ーの消費量を標準的なビルに対して約80％削減し、建
築物省エネルギー性能表示制度（BELS）のNearly ZEB	
及び最高ランク星５を取得したことで、ゼロカーボンの
取組を推進するための旗印となりました。この評価を町
民の行動変容にも反映するため、2022年度から全国の
市町村で初めてゼロエネルギーハウス（ZEH）や電気自
動車（EV）等にかかる町民向け補助金に国の補助金を	
上乗せして交付できるようにしました。町民の環境意識
は高い一方、6.55㎢の小さな町であることから多様な主
体との連携が重要です。ZEHを推奨するハウスメーカー
や金融機関と協定を締結し、ともにゼロカーボンの取組
を広げるパートナー関係を構築する等、町全体でゼロカ
ーボンシティ創成に取り組む機運を醸成しています。　

  ケーススタディ

開成町
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適応目標を有すると回答した自治体の目標について、対
処する気候ハザードとして報告が一番多かったのは豪雨

（31）であり、次いで河川の氾濫（29）、猛暑（20）と続く。

2023年は74件の適応策が報告され、各適応策が対処す
る気候ハザードとして（複数回答あり）1位：豪雨（28）、	
2位：河川の氾濫（22）、3位：土砂崩れ（19）、4位：沿岸洪水

（9）、5位：猛暑（8）となっており、日本では気候災害によ
る、特に豪雨による被害への対策がメインであることが
伺える。

適応策の対象セクターとしては、1位：人間の健康と社会
事業（25）、2位：農業(13), 3位：下水・廃水管理/復旧(12),	
4位：上水・水供給(11), 5位：行政および社会保障となっ
ており、自治体が実施する多くの適応策において人々の
健康や生活の被害を最小限に抑えることが主流化され
ていることが示されている。具体的には、自然災害発生
時のリスクや避難情報の提供、熱中症対策及び生物/	
水系媒介感染症対策の実施などを通じて住民を守る	
施策が報告されている。

豪雨

河川の氾濫

猛暑

台風

都市部の水害

熱ストレス

沿岸洪水

生物多様性の喪失

嵐

土砂崩れ

緑地の喪失

強風

31

29

20

14

12

10

10

10

9

8

7

7

適応目標が対処する気候ハザード
小田原市では、気候変動対策推進計画（地域気候変動
適応計画を内包）の策定及び進捗管理を目的に、市民
に対し気候変動適応への認知度調査を実施しています。
この調査は内閣府が実施している「気候変動適応に関
する世論調査」に則った設問で実施しており、その回答
結果に基づき、計画における気候変動適応分野の目標
を「2030年度に、気候変動適応の認知度を70％に向上」
と定めました。またこの目標と目標達成に資する7つの
取組分野を定量的に評価するためにも、回答結果を活
用しています。

これにより気候変動適応の担い手である、市民の具体
な意識・行動の実態をベースにした計画の目標設定・評
価が可能となっており、施策の適否の適切な判断を可能
にしています。

  ケーススタディ

小田原市

iii)	適応の取り組み
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激しさと頻度を増す気候変動に対するレジリエンスを高
めるため、多くの自治体が取り組みを加速させる一方で、
壊滅的な気候変動を回避するためには、遅くとも2050年
までに、世界の排出量をネットゼロにする必要がある。こ
の目標に貢献するために、自治体は今、大幅かつ迅速な
排出量の削減を進める必要がある。そのためには区域内
の企業や住民が一段となって取り組みを進める必要があ
るが、気候以外の有益な成果、すなわちコベネフィットを
もたらす気候変動対策は、ステークホルダーの賛同を得や
すく、対策の公平な実施を促進し、自治体の複数の課題に
対して同時にかつ費用対効果の高い解決策を提供するた
め、気候変動対策を加速させるのに役立つ。

気候変動対策のコベネフィットに関するデータを収集する
ことは、どの対策が最も有益な結果をもたらすかを検討
し、進捗を追跡し、意思決定者やステークホルダーに対し
て気候変動対策の説得力を高めるためのエビデンスを提
供するために重要である。

日本自治体による緩和策のコベネフィットは、エネルギー
安全保障やビジネス技術革新といった経済分野でのコベ
ネフィットも多く挙げられる一方で、災害に対するレジリエ
ンスを含む、市民の生活に直結するコベネフィットの項目
が報告の多くを占めた。適応策のコベネフィットとしては、
健康面での影響の軽減に関する報告が上位を占め、続い
て気候問題に関する市民意識や水セキュリティといった社
会的コベネフィットが多く報告された。

CDPレポート「気候変動対策のコ
ベネフィット」より

（原文から抜粋翻訳） 

2019年、861自治体がCDP-ICLEI Trackを通じて、
気候及び環境のデータを公開した。うち521自治体	

（61％）が気候変動緩和のための行動をとっている
と報告しており、これは73か国の推定総人口5億人、	
つまり世界人口の約8％にあたる。

レポートの分析結果から以下のことも明らかにな	
った。

エネルギー安全保障の向上 (21)

災害とショックに対するレジリエンスの強化 (20)

教育と国民意識の向上 (17)

交通の移動性とアクセス向上 (12)

費用削減 (12)

緩和コベネフィット　トップ５

気候問題に関する教育と市民意識の向上 (18)

災害/病気/汚染による健康への影響の軽減 (17)

猛暑または極寒の天候による健康への	
影響の軽減 (9)

身体的健康の向上 (9)

水セキュリティーの向上 (9)

適応コベネフィット　トップ５

iv)	気候変動対策が地域にもたらすコベネフィット

•	 気候変動対策のコベネフィットを得たとする自
治体は、そうでない自治体の2.5倍の気候変動対
策を報告した。

•	 自治体から報告された緩和策の最大のコベネフ
ィットは、より持続可能な行動への移行（39％）
と資源効率の改善（33％）だった。

•	 おおよそ4分の1の自治体は気候変動対策のコ	
ベネフィットを報告していないが、これらの自治	
体は、健康、社会的包摂、経済的不平等の課題	
など、気候変動以外の都市の優先事項に取り組
む機会をも逃している可能性がある。

16CDP Cities

https://cdn.cdp.net/cdp-production/comfy/cms/files/files/000/005/903/original/CDP_Co-benefits_analysis_Final20220421.pdf
https://cdn.cdp.net/cdp-production/comfy/cms/files/files/000/005/903/original/CDP_Co-benefits_analysis_Final20220421.pdf


北九州市では、第三者所有方式を活用したオンサイト	
PV、EV･蓄電池等の導入拡大、蓄電機能を活用したエネ
ルギーマネジメント、風力発電の導入促進等を通じて、
価格競争力のある再エネ100％電力の普及拡大に向け
た取組を推進します。これらの取組により、2030年に年
間で2,734,000(MWh)の再生可能エネルギーの導入を目
指します。

所有から利用へビジネスモデルを転換する第三者所有
方式の採用や、IoT・AI監視による製品の長寿命化を実現
することで、トータルコストの低減を図りながら、再エネ
導入を図るモデルを目指します。同時に、脱炭素電力の
利用拡大に伴うコベネフィットとして、市域内の温室効
果ガス排出量の削減や地元企業の国際競争力強化、新
たなグリーン産業の雇用創出にも貢献することが期待
されます。

  ケーススタディ

北九州市

ロックフェラー財団によるプログラム「100のレジリエン
ト・シティ（100RC）」の支援を活用して策定した「富山市
レジリエンス戦略」をもとに、レジリエント・シティの実
現に向け、その理念を広めるために富山大学生や市職
員を対象としたレジリエンスに関する研修会やワーク
ショップを開催するなど普及啓発を行いました。2020年
度は一般社団法人レジリエンスジャパン推進協議会及
び一般財団法人格付けジャパン研究機構が、災害に強
いレジリエントな地域・企業をつくるための先導的な役
割を果たしている自治体や企業を格付け、認定すること
で、同様の取り組みが広がっていくことを期待して創設
された「レジリエンス格付け」認定制度に基づき、富山
市が「3つ星レジリエンスシティ」第1号として認定されま
した。

  ケーススタディ

富山市
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まとめ　レジリエンスの	
高い地域・自治体を目指して

自治体は気候非常事態の最前線にいる。気候変動は様々な分野へのリス
クを生じ、市民のインフラや生活、場合によっては生命を脅かすことを日本
自治体は認識している。一方で、温室効果ガスの排出量を削減し、脆弱性を
減らす行動は、気候変動対策としてのベネフィット（便益）だけでなく、区域
の発展や市民のウェルビーイングなど様々な分野での複数のコベネフィッ
トおよび機会ももたらすことも認識され始めている。

温暖化対策推進法の施行を通じて、自治体の脱炭素の取り組み、すなわち緩和の取り組みに関する
データは日本国内でも蓄積が進んでいる。その反面、日本自治体の適応の取り組みに関する報告デ
ータの蓄積は始まったばかりであり、包括的に自治体のレジリエンス強化の進捗を確認するためのデ
ータの整備が今後期待される。自治体が緩和と適応の分野における環境影響を測定し管理するＣＤ
Ｐシティ質問書への回答をすることは、国際基準に整合した環境情報開示を行い、科学に基づいたア
クションを取ることに繋がり、日本自治体が国際社会に対しての説明責任およびリーダーシップを示
すことに寄与する。

環境の国際議論における非政府アクターの取り組みの重要性の認識において、近年特に自治体の取
り組みに注目が集まっている。特に、世界の人口の半分以上が住み、温室効果ガス排出量全体の70
％を占める都市は、レジリエンスが高く低炭素な地球の未来への変遷に重要な役割を担っており、都
市の首長によるリーダーシップへの期待が高まっている。2023年のCOP28では、自治体の首長をはじ
めとする都市や地域のリーダーによる地域気候行動サミットが初めて公式に開催され、各国の1.5℃
目標達成に向けた取り組みを加速するために果たすべき自治体の役割について議論を行った。
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また、NDCを含む国家の気候関連計画や戦略の策定および実施において自治体の知見	
活用および参画を推進するために設立された、ＣＨＡＭＰ（Coalition for High Ambition Multilevel	
Partnerships:高い野心のマルチレベルパートナーシップ連合）には、日本を含む63か国が賛同した。
次のIPPC第七次評価報告書（ＡＲ７）では、都市に主眼をおいた特別報告書6が作成される。

このような国際潮流の中で、先進国である日本の自治体は、国内だけでなく国際社会への説明責
任を果たすことが益々期待されるようになる。世界全体で1.5℃目標達成への道筋を確認し、その進
捗を管理するには、世界の自治体が同じ基準で環境の影響を測定し情報開示していくことが重要に
なる。CDP-ICLEI TrackはUNFCCCのGlobal Climate Action Portalのデータ源であり、主要な国際的
な環境報告基準と整合していることからグローバルで気候変動対策の進捗を確認するために必要
なデータポイントや観点を質問書およびスコアリング基準に組み込んでいる。日本自治体は、CDP-
ICLEI Trackを通じた環境情報開示に取り組むことで、世界の自治体とともに、地域の気候レジリエ
ンスを高める目標に向かって進捗することができるようになる。また、民間セクターを含む様々なス
テークホルダーとの連携を促進するために必要なデータを整備することもできるようになる。気候
危機がせまる中、日本自治体が国際社会に対しても説明責任およびリーダーシップを示すことが期
待される。

自治体はその道のりを歩み始めたばかりかもしれないし、CDPスコアを向上させるために努力し、
環境の透明性において先導しているかもしれない。CDPシティは、いずれのステージの自治体にとっ
ても、明確に把握し、果断に行動し、変化を生み出すためのツールとなる。包括的な環境情報開示
は、自治体が将来世代を守るためのレジリエンスを構築し、アースポジティブな決定を下すことを可
能にする。CDPは今後も世界の自治体の環境情報開示を支援し、日本自治体とも持続可能でレジリ
エントな未来に向けて協働できることを期待する。

6 PDF Version - Outline of Special Report on Cities
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